
2026 年３月５日
株　主　各　位

                                          名古屋市名東区上社四丁目 39 番地の 1

株式会社デージーネット
代表取締役　恒川 裕康

第 27回 定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第 27 回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げま
す。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の参考書類をご検討くださいまし
て、同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご送付くださいますよう
お願い申し上げます。

敬　具
記

１．日　時　　　2026 年 3 月 27 日（金曜日）13 時
２．場　所　　　名古屋市名東区上社四丁目 39 番地の 1

３．目的事項
報告事項　第 27 期(2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12 月 31 日まで)事業報告の内容報告の件
決議事項

第１号議案　第 27 期(2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12 月 31 日まで)計算書類承認の件

上記議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載の
とおりであります。

以　上
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。
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（添付書類）
事 業 報 告

2025年 1月 1日から
2025年 12月 31日まで

1． 株式会社の現況に関する事項
（1） 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度における我が国経済は、世界的な景気の鈍化を背景に力強さを欠く状

況が続いています。円安は輸出に一定の追い風となっているものの、物価上昇が家計
の負担を増やし、個人消費を抑える要因になっています。企業の設備投資も先行きの
不透明感から慎重姿勢が強まり、全体として成長の勢いは限定的です。海外では米
国の利下げや中国製造業の低迷、欧州の回復の弱さなど、主要地域の減速が目立ち、
エネルギー・食料価格の変動もなお不安定要因として残っています。こうした外部環
境の影響を受けつつ、日本経済は当面、緩やかな回復にとどまる見通しです。

　IT 業界では、生成 AI の普及やクラウド活用の拡大が進む一方で、VMware の値上
げに代表される大手ベンダーの価格改定によって、企業の ITコストが増加していま
す。そのため、中堅・中小企業を中心に、OSS を活用した柔軟で低コストなシステム
構築への需要が高まっています。しかし、米国の関税政策の影響により、日本の製造
業では業績の悪化や投資の抑制、計画の延期が見られ、当社の主要な顧客層にも逆
風が及んでいます。OSS分野での需要拡大という追い風と、顧客業界での投資抑制と
いう向かい風が重なっており、当社の業績については慎重な見通しが必要となって
います。
こうした状況の下、当社は引き続き OSS の活用によって顧客企業の成長を強力に支
援してまいりました。本年度は、長期の保守売上が増加し、販売額は前年を上回り
ましたが、売上全体としては減少する結果となっております。一方で、上場に伴う各
種投資を実施いたしました。これらの投資は翌年度以降の採用力強化や企業認知度
の向上などにつながることが期待されており、中長期的な成長に向けた土台づくり
が進んでいると考えております。しかしながら、短期的には利益面での押し下げ要因
となりました。
これらの結果、当事業年度の売上高は 393,332千円（前年同期比 13.7%減）、営業
損失は 18,678千円（前年同期は営業利益 21,357千円）、経常損失は 28,151千円
（前年同期は経常利益 18,462千円）、当期純損失は 27,625千円（前年同期は当期
純利益 9,992千円） となりました。

なお、当社は、システム開発事業及びインフラ事業を主体とするソリューション
サービス事業を行っており、単一セグメントであるため、セグメント別の業績等の記
載は省略しております。

2



（※１）オープンソースソフトウェア（略称：OSS）とは、無償で利用でき、ソース
コードが公開されているソフトウェアのことです。

② 設備投資の状況
  当事業年度の設備投資については、総額 11,825千円であり、主に東京営業所の移転に

伴う建物附属設備、営業車両の取得や事務合理化及び生産性の向上を目的とした工具器

具及び備品の導入によるものであります。

なお、重要な設備の除却、売却等はありません。

③ 資金調達の状況
2025 年 12 月に銀行より 45,000千円の借り入れを実施しました。 
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（２）財産及び損益の状況

第 24 期 第 25 期 第 26 期 第 27 期
（当期）

売上高  （百万円） 339 367 455 393

経常利益（百万円） △0 △6 18 △28

当期純利益（百万円） 0 △43 9 △27

１株当たり当期純利益（円） 1.85 △172.92 39.97 △110.50

総資産（百万円） 571 555 520 504

純資産（百万円） 183 138 150 120

１株当たり純資産（円） 734.66 554.47 601.71 483.21

（注）1. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号　平成 30年 3月 30日）を
第 26期の期首から適用しており、前事業年度（第 25期）の売上高、経常利益、
当期純利益の金額については、当該会計基準を遡って適用した場合の金額となっ
ております。

　　　2.　1株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、1株当たり純資産は期
末発行済株式総数により算出しております。

3.   当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき 100株、2025年３月 24日付
で普通株式１株につき 10株の割合で株式分割を行っておりますが、前事業年度
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益又は１株当た
り当期純損失を算定しております。

（３）重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

（４）対処すべき課題
① 優秀な人材の確保及び育成

当社の事業遂行において、柔軟で有能な人材の確保、育成、そして定着は重要な
戦略の一つと認識しております。当社では、新規人材の採用など優秀な人材の獲得
に向けて今後も採用活動を積極的に展開していくともに、従業員に対する OJT など
の研修や管理部門によるフォローアップなど効果的な育成を推進していく方針であ
ります。また、プロジェクト運営の軸となるプロジェクトマネージャの育成につき
ましては中長期での継続課題と捉え、技術力と人間力を兼ね備えた人材育成の一層
の強化を行ってまいります。

② 技術変化への適応
顧客企業において、災害などのリスク対策や保守、費用削減などの効果から様々

なシステムがクラウドサービスに移行しています。しかし、弊社では、成長は続く
ものの、クラウドサービスの成長率は鈍化するものと考えています。クラウドサー
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ビスの場合、従量課金制を採用しているクラウドベンダーが多く、予測を大きく上
回る費用がかかることやクラウドベンダー側のメンテナンスや障害などの影響で、
システム停止が発生し、それがコントロールできないなど影響があります。そのた
め、今後はオンプレミス、パブリッククラウド、プライベートクラウドの 3つの良
いところを組み合わせて利用するハイブリットクラウドに注目しています。このよ
うな市場変化に対応するべく、当社では、ハイブリットクラウドに適応できる OSS

の検証調査を行い、新たなソリューションに対応し、顧客への新たな価値提供を目
指してまいります。また、AI の分野でも大きな技術革新が発生しています。当社で
は、技術変化に適応するために、 新技術を使った AI分野への事業領域への拡大に
努めてまいります。 

③ 営業・マーケティングの強化
当社は、成長と OSSシェア拡大を目指し、営業・マーケティング活動の強化に注

力しています。従来の営業担当者による営業活動をより強化していくとともに、営
業担当者に専任の技術担当者を配置し、お客様の要望を把握し、新規案件の獲得に
取り組んでまいります。また、マーケティング活動では、OSS に関する情報を積極
的に発信し、市場に対する洞察に基づいたマーケティング活動を行うことで OSS の
知名度を上げ新規顧客の獲得につなげてまいります。

④ 情報管理体制の強化
当社は提供するサービスに関連して、顧客の機密情報を取り扱っております。そ

のため、情報管理体制を継続的に強化することが重要であると考えております。当
社では情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に関する国際規格「JIS Q 

27001：2014」の認証取得や社内規程の整備等を行っておりますが、今後も社内体
制や管理方法の強化・整備を行ってまいります。

⑤ 内部管理体制の改善
当社が事業環境の変化に適応しつつ、持続的な成長を維持していくためには、

内部管理体制の強化は極めて重要であると考えております。内部統制の実効性を高
め、コーポレート・ガバナンスを充実していくことにより、リスク管理の徹底を図
ります。また、内部監査の体制を強化し、違反があった場合の迅速な対応と再発防
止策を確実に行う体制を整えてまいります。

⑥ コンプライアンスの遵守
当社は、事業活動を通じて法令遵守及び倫理的な行動基準を確立することに力を
入れております。最近の業界内での規制強化や社会的要求の高まりを踏まえ、コン
プライアンス体制のさらなる強化が必要であると認識しています。社内に周知でき
るよう定期的な研修を実施することで法令等の遵守に努めております。
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（５）主要な事業内容（2025 年 12 月 31 日現在）
当社は、「よりよい技術で、インターネット社会の安心と便利に貢献します」と

いう事業理念のもと、インターネットやネットワークの分野で技術サービスを提供
しています。OSS を活用し、システムの設計・構築から、運用・メンテナンスまで、
「作ってから使い終わるまで」をコンセプトに、安心して便利に利用できるよう、
技術サービスを提供します。

当社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、
次のとおりであります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であり
ます。

 

当社は、システムインテグレーションサービス事業を単一セグメントとしてお
ります。当社の主なサービス領域は、システムインテグレーションサービス（※
２）及びシステム運用・メンテナンスの２つのサービスに大別できます。全売上に
おけるシステムインテグレーションサービスの構成比約 50％、一方、システム運
用・メンテナンスの構成比は約 45％となっております。その他、システム開発やコ
ンサルティングサービスも行っています。
（※２）システムインテグレーションサービス（SIサービス）とは、お客様のニー
ズに合わせて、様々な ITシステムを組み合わせて、最適なシステムを構築し、導
入・運用までを請け負うサービスです。

① システムインテグレーションサービス（SIサービス）

6



当社の SIサービスは、特定のメーカや技術に偏ることなく、様々なソフトウェ
アやハードウェアから最適なものを選んでシステムを構築しています。OSS を積極
的に活用し、製品のハードウェアやソフトウェアと組み合わせてシステムを提供し
ます。現状取り扱っている OSS は 150種類を超えています。OSS を調査する専門部
隊を設け、安心して利用できる OSS を調査しています。顧客も多岐にわたり、通信
事業者、大手システムインテグレータ（以下 SIer)だけではなく官公庁や大学など
幅広くシステムを提供しています。

② システム運用・メンテナンス
当社のシステム運用・メンテナンスでは、納品したシステムを便利に使い続けら

れることが、重要だと考えています。そのため、OSS を安心して利用し続けられる
ように、Q&A、障害調査、セキュリティ情報の提供など様々な運用・メンテナン
スのサービスを行っています。

③ コンサルティング
当社のコンサルティングでは、これまで培ってきたシステム構築のノウハウをも

とに、お客様が抱えられている課題をともに解決するというサービスです。お客様
のご要望どおりに、システム構築を行うだけでなく、「この課題を解決するため
にはどうしたらいいのか」をともに考え、ご提案します。システム構築において、
重要なファクターである部分をコンサルティングで対応します。

（６）主要な営業所（2025 年 12 月 31 日現在）

本社 名古屋市名東区上社四丁目 39 番地の 1

東京営業所 東京都港区芝大門 二丁目 3 番 7 号 VILLA芝
大門 7階

（７）従業員の状況（2025 年 12 月 31 日現在）

従業員数（名） 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数　
45

(11)
2 名減

（1 名増）
34.8歳

6 年 3 か月

　　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は平均人員を（　）内に外数で記載
しております。

（８）主要な借入先の状況（2025 年 12 月 31 日現在）

借 入 先     借 入 額(千円)

瀬戸信用金庫 114,676

株式会社名古屋銀行 82,547
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２．会社の株式に関する事項
①発行可能株式総数                  1,000,000 株

　（注）2025 年３月 24 日付で実施した株式分割（普通株式 1 株を 10 株に分割）に伴い、
発行可能株式総数は 950,000 株増加しております。

②発行済株式の総数                  250,000 株
　（注）2025 年３月 24 日付で実施した株式分割（普通株式 1 株を 10 株に分割）に伴い、

発行済株式総数は 225,000 株増加しております。

③株主数　　　　　　　　　　　　3 名
④株主

株　　主　　名 持　株　数 持　株　比　率

恒川晴美 125,000 株 50.00％

恒川裕康 124,900 株 49.96％

その他 100 株 0.04％

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役 恒川 裕康

取締役 恒川 晴美 管理部長

取締役 大野 公善 ソリューション開発部長

取締役 的場 憲二 営業一部長

取締役 生田 安克 三井物産セキュアディレクション株式
会社 シニアアドバイザー

監査役 松本 千春 松本公認会計士・税理士事務所 代表
愛知県中小企業活性化協議会マネー
ジャー
合同会社エトス 代表社員 

（注）1.　取締役　生田 安克は、社外取締役であります。
　　　2.　監査役　松本 千春は、社外監査役であります。

3.　監査役　松本 千春氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。　
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（1） 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 員数

基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役
（うち社外取締役）

56,846

（1,200）
56,846

（1,200）
－

（－）
－

（－）

5 名

（1 名）

監査役
（うち社外監査役）

2,400

（2,400）
2,400

（2,400）
－

（－）
－

（－）

1 名

（1 名）

合計
（うち社外役員）

59,246

（3,600）
59,246

（3,600）
－

（－）
－

（－）

6 名

（2 名）

　　（注）取締役及び監査役の金銭報酬の額は、2024 年 3 月 25 日開催の第 25 回定時株主
総会において、年額 72,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の
使用人給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は 4 名、監査役
の員数は 1 名であります。

（３）社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係　　　　　　

区分 氏　名 重要な兼職先
重要な兼職先と
当社との関係

社外取締役 生田 安克
三井物産セキュアディレクション株式
会社 シニアアドバイザー

いずれも重要な取引そ
の他の関係はありませ
ん。

社外監査役 松本 千春

松本公認会計士・税理士事務所 代表
愛知県中小企業活性化協議会マネー
ジャー
合同会社エトス 代表社員 

いずれも重要な取引そ
の他の関係はありませ
ん。

　
② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏　名 主な活動状況

社外取締役 生田 安克

2025年度に開催された取締役会のすべてに出席し、これまでに
培ってきた IT 及び情報セキュリティに関する営業実務について
の豊富な経験・見識から議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。

社外監査役 松本 千春
2025年度に開催された取締役会のすべてに出席し、会計の専門
家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っております。

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

1. 議決権の代理行使の勧誘者
株式会社デージーネット

代表取締役　恒川 裕康

2. 議案に関する参考事項
第１号議案　第 27 期（2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12 月 31 日まで）計算書類承認の件
　　　会社法第 438条第２項に基づき、当社第 27 期計算書類の承認をお願いするもので

あります。
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の内容につきまして

は、添付書類（10ページから 15ページ）に記載の通りであります。
当社取締役会は、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表に

つきまして、法令及び定款に従い、会社財産及び損益の状況を正しく示しているもの
と認めます。

以　上
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